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生命科学の研究人材の育成
および教育の在り方

ライフサイエンス・医療ユニット　庄司真理子*、茂木　伸一

21世紀は「生命の世紀」と言わ
れるように、現在、生命科学（ラ
イフサイエンス）は国内外問わず
最も注目され、急速に発展してい
る分野である。
ライフサイエンスは、「生物が

営む生命現象の複雑かつ精緻なメ

カニズムの解明とともに、その成

果を医療、環境、食料生産、産業

等の種々の分野に応用するための

総合的科学技術であり、国民生活

の向上及び国民経済の発展に大き

く寄与するのもの（平成14年度

版科学技術白書）」である。

我が国の科学技術政策において

は、第 2 期科学技術基本計画

（2001年3月30日閣議決定）にお

いて重点4分野の１つとしてライ

フサイエンス分野が位置づけら

れ、推進が図られているところで

ある。2001年9月には、総合科学

技術会議によって、2001年度～

2005年度に我が国が推進すべきラ

イフサイエンス分野の重点領域お

よび研究開発目標が明確にされた。

2003年度科学技術関係予算にお

いて1）、ライフサイエンス分野の

概算要求額は、2,091億円（対前

年度28.0％増）であり、情報通信

分野の 1 , 2 8 8 億円（対前年度

11.5％増）、環境分野の640億円

（対前年度26.2％増）、ナノテクノ

ロジー・材料分野の231億円（対

前年度100.9％増）と比較しても

大きな金額を占めている。

このように、予算の拡充がなさ

れる一方で、ライフサイエンス分
野の研究人材の不足も指摘されて
いる。生命科学の研究人材の現状

について、図表1には、我が国と

米国における生物学および物理学

の学位取得者数を示す。この数値

1．生命科学における科学技術政策

*

（日本のデータは学校基本調査報告書より、「理学」のうち「物理学」と「生物」から抽出。
米国のデータは、NSFの Science and Engineering Degrees： 1966-2000より、「Physics」と
「Biological Sciences」から抽出。）

図表1 日本と米国の大学における生物学・物理学の学位取得者数
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は、我が国の場合、「理学」の

「生物学」のみを抽出しており、

生命科学に関連する農学、薬学、

医学等は入れていないため、必ず

しもこの人数が両国の生命科学の

研究人材を表すわけではないが、

2000年において、我が国の学士数
は米国の約1/37、修士数は約1/8、
博士数は約1/21と、かなりの格差
が生じている。
一方、物理学の学位取得者数を

見ると、米国ではここ数年減少傾

向にあることから、2000年におい

ては日米の数値に大きな差はなく

なっている。

また、最近のライフサイエンス

分野の課題について、第2期科学

技術基本計画では以下のように述

べられている。

蘆ライフサイエンス分野の推進

にあたっては、国は、国民の
理解の増進を推進すること。
蘆科学技術の進歩が、人間や社

会に大きな影響を及ぼす場合

が多くなっており、生命倫理

に代表されるように、科学技

術の発展がもたらす倫理的問
題が重要となっていること。
蘆臨床試験や臓器移植・再生医

療のように一般の人々にとっ

ても重大な関心をもつものが

拡大しており、生命倫理は国
民全体の問題として議論され
なければならないこと。

蘆生命科学、情報科学など科学

技術が一層発展し、社会と個

人に大きな影響を及ぼすこと

が予想されるので、社会的コ
ンセンサスの形成に努めるこ
とや倫理面でのルール作りを
行うことが不可欠であること。

また、分野別推進戦略において

は、以下のような記述がなされて

いる。

蘆生命倫理の観点からもライフ

サイエンス分野の先進的研究

を推進する上で、国民の大多
数の人の理解を得るための積
極的な情報開示、教育、広報
活動及び意見交換を強化する
ことが必要であること。
蘆ライフサイエンスの新たな展

開を支える融合領域の人材を

養成、確保するためには大学

やその他の研究機関におい

て、教育・研究の拠点や組織
を柔軟に整備することにより
人材を育成することや、高校
の理科教育の振興のための施
策の充実を図っていく必要が
あること。

生命科学に関する科学的リテラ

シー（理解度）については、例えば、

「科学技術に関する意識調査　―

2001年2～3月調査―」（科学技術

政策研究所 NISTEP REPORT

No.72）の中に、科学技術関連用語

の理解度に関する調査結果がある。

「DNA」という言葉の理解に

ついて、「よくわかる」または

「だいたいわかる」と回答した人

は全体の74％であり、1991年11

月調査までの約2割程度、1995年

2月調査の45％を大きく上回っ

た。しかし、「よくわかる」また

は「だいたいわかる」と回答した

人の中で、実際に「DNAが人体

で見つかる場所」を問う選択式の

設問に正解できたのは、全体の

28％であった。本報告書では、

「科学技術に関する用語の理解度

は、マスメディア等によって取り

上げられる頻度と密接に関連して

いると思われる。」と述べている。

以上の視点から、本稿では以下

の2点について述べる。

①今後のライフサイエンスの発
展のためには、予算拡充に加
えて、生命科学における研究
人材の育成をより推進してい
く必要がある。そのための大
学における教育システムにつ
いて検討する必要がある。
②21世紀は「生命の世紀」であ
り、長期的な視点から、生命
科学に対する社会全体のリテ
ラシー向上の施策が必要であ
る。そのために教育が果たす
役割を検討する必要がある。

研究人材の育成について最も重

要な役割を担うのが大学である。

今後のライフサイエンス分野を担

う人材を育成し、その裾野を広げ

ていくためには、生命科学を推進

するための教育システムが求めら

れる。

近年のライフサイエンス分野
は、ゲノムや遺伝子といった分子
生物学を基礎とした研究開発を主

流に急速に発展しており、内容も
学際的・融合的になってきている
ほか、社会との関わりに関する領
域などもでてきている。
しかし、「大学等におけるバイ

オサイエンス研究の推進について

（建議）」（2000年2月学術審議会

答申）でも指摘されているとおり、

生命科学の革新的で学際的な急展
開の一方で、現在これを担ってい

る医学、薬学、理学、農学等の学
部及び大学院などの教育・研究体
制は、現実の研究の進展に対応し
きれていない状況にある。そのた
め、生命科学を系統的に教育でき
るような、生命科学系の学科や研
究科などを、既存の組織の再編成
なども含め整備すべきとの提言が
なされている。

これには、例えば、20世紀の半

2．大学における生命科学の研究人材の育成
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ばに誕生した分子生物学が盛んに

研究され始めた当時、我が国の大

学では必ずしも理学部がその研

究・教育の場とはならず、医学部

や農学部などで、それぞれの応用

研究に向けた手法の一つとして取

り入れられたといった背景があ

る。それは、理学部の中で分子生

物学のような新しい学問が生まれ

てきた時に、その器となる場をつ

くる柔軟なしくみがなかったため

である。

このような問題意識より、既存

の理学、農学、薬学、医学などの生

命科学を中心とする分野を統合し

た大学院研究科が国立大学でもい

くつかつくられてきている（図表2）。

さらに、京都大学大学院生命科

学研究科長の柳田充弘教授は、

「優れた生命科学者の育成には、
大学院だけでなく、生命科学部の
設置が必要である。生命科学研究
科では、理学部、農学部、薬学部、

医学部、工学部といった多様な学

部卒業者を受け入れているが、そ

のことによる大学院教育の混乱も

ある。優れた生命科学者を輩出し

ていくためには、学部から生命科

学教育を実施することが必要であ

る。」と述べている。今後とも、

総合的な生命科学を教育・研究で
きる大学院等の整備について検討
していく必要がある。
また、先にも述べたように、今
後の生命科学は社会との関わりに
関する領域が重要になってくるこ
とから、大学での一般教養として、
それに関連した授業科目の設置な
ど、カリキュラムの充実等も求め
られる。例えば米国では、近年、
マサチューセッツ工科大学（MIT）

が生命科学をすべての学生に必修

とした。このことは、画期的なこ

ととして米国でも大きな話題とな

った。

生命科学は今後ますます社会コ

ミュニケーションの必要性が高ま

る。したがって、生命科学に関す

る社会全体のリテラシーを向上さ

せるための取り組みが必要であ

る。長期的な観点から、科学的リ
テラシーの向上を目指すためにも
っとも重要な役割を果たすのが教
育である。
生命科学は、分子生物学の進展
により、遺伝子を中心とする原理
を理解すれば、系統的に多様な生
物現象や生物のしくみが分かるよ
うになってきた。今後の生命科学
の展開は、この原理を軸に派生し
ていくものであることから、生命
科学の教育においても、発達段階
に応じてその素養を培っていくこ
とが重要である。

ここでは、近年、米国および英国

で行われた科学教育改革について

紹介するとともに、その中におけ

る生命科学の位置づけを紹介する。

蘆米国 2，3）

米国では、1980年代より、全米

科学教育連合学会（NSTA）の主

導のもとに引きおこされた「科学

教育の危機」の一大キャンペーン

をはじめ、学会、全米科学振興協

会（AAAS）などの組織、州、地

域など個別の活動により、科学教

育に対する改革が活発となった。

1991年、NSTAは全米研究協議会

（NRC）に対し、全米科学教育ス

タンダード（ National Science

Education Standards）の開発の調

整をするよう依頼し、その開発の

予算が連邦教育局および全米科学

財団（NSF）から出された。この

開発には、NSTAやAAASをは

じめとする多くの科学教育関連学

会や行政組織が参加し、1995年12

月に発表された。

全米科学教育スタンダードは、
21世紀に全ての米国国民が科学的
リテラシーを有することが現実と
なるための科学教育の理想・到達
点が描きだされたものであり、い
わゆる“基準”ではない。ここで

は、科学的リテラシーを、「個人

的な意志決定、または市民的およ

び文化的な活動への参加、そして

経済生産力の向上のために必要に

なった、科学的な概念およびプロ

セスについての知識および理解の

こと」と定義している。

全米科学教育スタンダードは、

京都大学大学院生命科学研究科 東北大学大学院生命科学研究科 大阪大学大学院生命機能研究科

設　　立 1999年4月 2001年4月 2002年4月

講座構成 2専攻13講座 3専攻12講座 1専攻7講座

理学、農学、医学、薬学等の研究グル 理学、医学、歯学、薬学、農学、工学 医学、工学、理学等の生命科学関連分
ープを集結。新しい生命科学を駆使し、 などの生命科学分野にかかわる分野を 野を集結。サブナノスケールから細胞
地球環境保全と人類の福祉と幸福を目 統合。高次生命システムの解析と維持 レベルまでのさまざまな生命素子が、

特　　徴 指す人材、生物が示す多彩な生命現象 ・保全を目標に、分子レベルから個体 動的な過程のもとで統合されて生命体
を高次機能として捉え、その高次機能 間レベルまで極めて広い範囲の教育研 を形成し生命機能を生み出していく普
を追究する人材を養成。 究を実施。 遍的な機構と原理を明らかにする研究

・教育を実施。

（各大学のHPより科学技術動向研究センターにて作成）

図表2 我が国の国立大学において設立された生命科学研究科

3．生命科学に関する科学的リテラシーと教育
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学年 内容スタンダード 内容スタンダードへの指針の概要

生物の特徴 生物が基本的に必要とするもの。
植物あるいは動物の様々な機能に対応する体の構造。
生物の行動にある内部信号と外部信号。

生物のライフサイクル 植物や動物の持つ、誕生、成長、生殖、死というライフサイクル。
植物や動物はそれらの親とかなりよく似ている。
生物の多くの特徴は、親からの遺伝と環境との相互依存の結果生じたもの。

生物と環境 すべての動物は植物に依存している。
生物の行動パターンは環境の特徴と関連している。
すべての生物は生活している環境によって変異を起こす。
人間は、自然のままの環境と造られた環境に依存している。

生命システムにおける 生物は、生命の基本的な単位である細胞から成り立っている。
構造と機能 細胞は、多くの機能を有し、成長と分裂によって、より多くの細胞を生み出す。

分化した細胞の集まりは、組織を形成し、組織は器官を形成するために配置される。
人間には消化、呼吸、生殖、血液循環、排出、運動などのシステムが備わっており、相互に影響
しあう。

生殖と遺伝 生殖はすべての生命システムの特徴であり、種の保存のために必須のもの。
多くの種では、卵（雌）と精子（雄）が受精し、新しい個体に発生し始める。新しい個体は遺伝
情報をその母親と父親から受け取る。
遺伝情報は、遺伝子に含まれ、人間の一つの細胞には何万、何十万もの異なった遺伝子が含まれ
ている。

調節と行動 生物の内部環境の調節には、内部環境を感じとり、生理的活動を変えることが仕組まれている。
行動的反応には、細胞、器官システム、生物全体を含んだ多くのレベルにおける調節と伝達が必要。
生物の行動は環境に適応することを通して進化する。

個体群と生態系 同時に生活しているすべての個体群と、それらが相互作用する物理的要因によって生態系は構成
されている。
食物網は、生態系における生産者、消費者、分解者の間の関係を定めたもの。
生態系によって支えることができる生物の数は、光と水の量、温度の幅、土の質などの利用可能
な原料と非生物的な要因によって決まる。

生物の多様性と適応 数百万種もの動物や植物、そして微生物が今日生きているが、生物間の統一性がある。
生物進化によって、多くの世代を通して徐々に進行した種の多様性が説明できる。
種の絶滅は、環境が変化したり種の適応的特徴が生存していくために不十分であるときに起きる。

細胞 各細胞はそれらの細胞の機能に応じた構造を持つ。
多くの細胞機能は化学反応を伴う。
DNAに蓄えられた遺伝情報は、細胞が必要とする数千のタンパク質の合成に直接使われる。

遺伝の分子的基礎 すべての生物において、生物の特徴を規定するための指令は、四種類のサブユニット（A，G，
C，T）から成るDNAが伝える。
人間のほとんどの細胞には、22対の異なる染色体と、性を決定する1対の染色体がある。
DNAの中の変化（突然変異）は、低い割合で自然に起きる。

生物進化 種は時を越えて進化している。
生物の多様性は、生活様式でそれぞれ有効な生態的地位を得た35億年以上の進化の結果である。
今日地球上に生存している数百万種の動物、植物、微生物は、共通の祖先でつながっている。

生物間の相互依存 地球上の原子と分子は、生物圏の生物と非生物を構成する物質の間を循環する。
エネルギーは、光合成をする生物から草食動物、肉食動物、分解者へと生態系の中を一方向に流
れる。
人類は世界の生態系の中で生存している。人間は徐々に、人口の増加や技術、消費の結果として
生態系を変えている。

生命システムにおける 食物の分子の化学結合にはエネルギーが含まれている。
物質、エネルギー、組織化 生態系における生物体の個体群の分布と数度（abundance）は、物質とエネルギーの利用可能性

と物質を循環処理する生態系の能力によって制限される。
物質とエネルギーは、細胞、器官、生物体、群集といった生物システムの組織化の様々なレベル
を通して流れており、生命システムと物理環境の間では、化学元素は異なった様式で組み変わっ
ている。

生物の行動 多細胞の動物は行動を産み出す神経系を持っている。
生物体には内部の変化と外部の刺激に対して行動的反応がある。
行動生物学は、心理学、社会学、人類学と関連づけを与えるものとして、人間と密接な関係を持
っている。

（文献2）より一部を抜粋）

図表3 米国の全米科学教育スタンダードにおける生命科学スタンダード
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以下の6つのスタンダードより構

成されている。

盧科学教授（Science teaching）

スタンダード

すべての学年の科学教師が知

っていなければならない事柄

や、できるべきこと。

盪科学教師のための専門性向上

（Professional development）ス

タンダード

科学教師に必要とされる専門

的知識および能力を向上させ

るための事柄。

蘯科学教育におけるアセスメン

ト（Assessment）スタンダード

アセスメント（科学教育シス

テムにおける主要なフィード

バック機能）を行う際、その

質を判断するための事柄。

盻科学の内容（Science content）

スタンダード

幼稚園から高等学校卒業まで

の間に児童・生徒が自然科学

に関して知っているべき、理

解すべき、行えるべき内容の

概説。

眈科学教育プログラム

（Science education programs）

スタンダード

質の高い学校科学プログラム

に必要な条件。

眇科学教育システム（Science

education system）スタンダード

科学教育システム全体の達成

度を判定するための事柄。

このうち、盻科学の内容（Sci-
ence content）スタンダードは、
州や地方がそれぞれのカリキュラ
ムを作成するための様々な強調点
や観点について記述されたもので
ある。内容スタンダードは、以下
の8つのカテゴリーに分けられ

る。①の「科学における統合概念

とプロセス」については、幼稚園

～第12学年（6～18歳）までにつ

いて示されており、他の7つのカ

テゴリーは、幼稚園～第4学年、

第5～8学年、第9～12学年ごと

に分けられている。

①科学における統合概念とプロ

セス（Unifying concepts and

processes in science）

②探究としての科学（Science

as inquiry）

③物理科学（Physical science）

④生命科学（Life science）

⑤宇宙および地球科学（Earth

and space science）

⑥科学と技術（ Science and

technology）

⑦個人的、社会的観点から見た

科 学 （ Science in personal

and social perspectives）

⑧科学の歴史と本質（History

and nature of science）

この中で生命科学は、カテゴリ

ーの1つとして挙げられている。

生命科学における内容スタンダー

ドとその指針について、その一部

を図表3に示す。例えば、幼稚園

～第4学年の「生物のライフサイ

クル」において遺伝の概念が取り

入れられていることや、第5～8

学年の「生命システムにおける構

造と機能」というタイトルに見ら

れるように、生命をシステムとし

て捉えていることなど、現在の生

命科学の展開に沿った形の傾向が

読み取れる。

また、今後の生命科学に必要不

可欠な視点である、科学と社会と

の関わりについては、「⑦個人的、

社会的観点から見た科学」などで

取り扱われている。

蘆英国 4，5)

英国（イングランド、ウェール

ズ）では、1970年代より、児童・

生徒の基礎学力の低下や地域・学

校間格差などが大きな問題とな

り、改善のための論議が活発とな

った。カリキュラムに関しては、

全国基準の設定が論点となり、中

央政府機関によって数多くの政策

声明が公表されるようになった。

そして、1988年の教育改革法
（Education Reform Act）をもとに、
公立（営）学校を対象とした共通
カリキュラムであるNational Cur-
riculum（NC）が1989年度に導入
された。それ以降、NCは1991年、
1995年と改訂され、現在は2000

年9月から新しい改訂版が施行さ

れている。

同法において、科学（理科）は
基礎教科（ foundation subjects）
の中でも英語（国語）、数学とと
もに必修であるコア教科（core
subjects）として位置づけられた。
この背景には、すべての子ども達
が科学を学習することにより、国
民に共通の科学的リテラシーの向
上を図るとともに、急速に変化す
る科学技術社会への準備教育を施
すという社会的要請に対応する一
方で、科学技術を背景とした国際
競争に勝つための人的資源を効率
的に生産するという意図があった
と考えられている。

NCは省令で示され、学習目標

や内容が提示されている。しかし、

NCに準拠した全国テスト（外部

評価）と教師による評価（内部評

価）によって児童生徒が評価され

ること、公立（営）学校が対象で

あり、必ずしもすべての学校を対

象としているわけではないこと、

学校全体のカリキュラムではない

ことなど、我が国の学習指導要領

とは質的に異なるところがある。

NCでは、初等教育と中等教育

の連続性や一貫性から、義務教育

段階がKey Stage 1（5～ 7歳）、

Key Stage 2（ 7～ 11歳）、Key

Stage 3（11～14歳）、Key Stage

4（14～16歳）という4つの段階

に区分されている。

NCは各教科の到達目標や学習

プログラム等から構成されてい

る。科学に関する学習プログラム
は、主としてスキル（技能・能力）

や態度に関係する「科学的探究
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（scientic enquiry）」と、主として

知識・理解に関係する「ライフプ

ロセスと生物（life processes and

living things）」、「物質とその特性

（materials and their properties）」、

「フィジカルプロセス（physical

processes）」が設定されている。

またNCでは、生命科学のような

自然科学の領域に加えて、「科学の

本質（nature of science）が扱われ

ていることや、「日常生活の文脈

における科学（ science in an

everyday context）」という考えに

基づいて、科学を社会や日常生活

との関連で学習するといった特徴

がある。

生命科学は、このうち「ライフ

プロセスと生物」として取り上げ

られている。図表4で示したとお

り、NCでは、連続性や一貫性を
もった生命科学の教育がデザイン
されており、ステージが上がるご
とに項目が増え内容が高度化して
いる。また、人間の体の機能や健
康などについても、ここで取り扱

っている。

米・英の科学教育改革において
は、国民の科学的リテラシーを向
上させる目標があった。その目標
達成のため、長期的な視点に基づ

いて科学教育を見直し、再構築を

図った結果が、全米科学教育スタ

ンダードやNCであると言える。

また、生命科学に関する内容につ

いても、それぞれに違いがあるも

のの、生命科学をいかに系統的に

理解するかといった視点が重視さ

れていることが読みとれる。

我が国においても、長期的な視
点で科学的リテラシーを向上させ
るための取組が必要である。21世
紀は「生命の世紀」であり、分子
生物学を中心とする系統的な生命
科学を教育の中できちんと位置づ
け、発達段階に応じてその素養を
培っていけるよう、理科教育の再
構築を図っていくことを検討して
いく必要があるだろう。

今後の我が国の産業基盤を支え

るとも期待されるライフサイエン
スの発展のためには、研究人材の
育成が最も重要な課題の一つであ
り、大学における生命科学教育・
研究を充実させる必要がある。ま
た、生命科学は学際的・融合的に

なってきているほか、社会との関

わりに関する領域などもでてきて

おり、系統的・総合的に生命科学
を教育できるような大学院等を整

備することやカリキュラムを充実
させることなどが求められる。こ
れらについて、実際にどのような

教育システムをつくっていくか

は、今後の国立大学の独立行政法

人化に伴い各大学に求められると

同時に、そのための行政側のサポ

ートも求められる。

また今後は、個人あるいは社会

として生命倫理など生命科学に関

する問題について判断や議論をす

る必要が生じてくる。生命科学に
ついての社会全体のリテラシー向
上について、長期的な視点で考え
た場合、教育の果たす役割は大き
い。分子生物学を中心とする系統
的な生命科学を教育の中できちん
と位置づけ、発達段階に応じてそ
の素養を培っていけるよう、理科
教育の再構築を検討していく時期
にきていると言えよう。

4．結び

Key stage 1（5歳～7歳） Key stage 2（7歳～11歳） Key stage 3（11歳～14歳） Key stage 4（14歳～16歳）※

ライフ・プロセス ライフ・プロセス

細胞と細胞の機能 細胞の活動

人間とその他の動物 人間とその他の動物 生物としての人間 生物としての人間
（栄養作用／循環器／運動／ （栄養作用／運動／生殖／ （栄養作用／循環器／外呼吸／

成長と生殖／健康） 外呼吸(Breathing)／ 内呼吸／神経系／ホルモン／
内呼吸(Respiration)／健康） 恒常性／健康）

緑色植物 緑色植物 生物としての緑色植物 生物としての緑色植物
（成長と栄養作用／生殖） （栄養作用と成長／内呼吸） （栄養作用／ホルモン／

物質輸送と水の関係）

変異と分類 変異と分類 変異、分類、遺伝 変異、遺伝、進化
（変異／分類／遺伝） （変異／遺伝／進化）

環境における生物 環境における生物 環境における生物 環境における生物
（適応／摂食の関連性／ （適応と競争／摂食の関連性） （適応と競争／

微生物） エネルギーと栄養素の移動）

図表4 英国（イングランド、ウェールズ）のNational Curriculumにおけるライフプロセスと生物（Life
processes and living things）のプログラム

内
　
容

※Key stage4 にはsingle sciecneとdouble scienceがあり、大多数の生徒がdouble scienceを選択する。上記はdouble scienceのプログラム。

（文献5）および「The National Curriculum for England」より作成）
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盧　生命科学教育の充実
①初等・中等教育における理科教育の改善が必要。
蘆博物学的な生物学と、生命科学との二本立てで教える。
蘆早い時期から遺伝子教育を行う。
蘆生命科学分野の教員を養成する。

②高等教育では生命科学分野の学生を養成するために学部・研究科の新設が必要。
蘆従来の理学、農学、薬学、医学とは別に生命科学部を設置する。
蘆大学院に生命科学研究科を設置する。

盪　優れた人材の養成
①優れた研究を継続的に保持できる体制づくりが必要。
蘆研究評価の質と客観性の向上。
蘆優れた研究者に対する定年制度の緩和。
蘆大学院生等の生活を支援する奨学金制度の充実など経済的サポート。

②リーダー養成が必要。
蘆若手（30代）の研究リーダー。
蘆国際的に通用する国家レベルのリーダー。

③人材養成に必要とされる要素。
蘆外国人研究リーダーと外国人研究員が多数参加できる環境。
蘆女性研究者が活躍し、リーダーになりやすい環境。
蘆日本の研究者の英語力の向上。

蘯　わが国の生命科学政策の現状と課題
①政策策定にはわが国独自の価値観が必要。
蘆米国や欧州への対抗的立場からの政策策定ではいけない。
蘆一方で、米国や欧州とはできる範囲で共同歩調をとる必要がある。

②国策（資金の流れ）に対する注視が必要。
蘆優れたグラント制度はよい方向で継続させる必要がある。
蘆国策を担う特殊法人等の成果などは注視していく必要がある。
蘆国策としての資金の流れに対しては外部評価が必要。

（科学技術政策研究所講演録No.90「わが国大学における生命科学の研究と教育推進の危機的
状況」より作成）

付表　柳田充弘教授による生命科学研究の振興のための提言


